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■成長は鈍化するも、雇用やインフレは改善へ
2017年の英国の実質GDP成長率は1.7％で、前年の1.8％

から0.1ポイント下落し、3年連続の前年比減となった。
EU離脱が賛成多数となった2016年6月の国民投票以降、
ポンド安が進んだことによる輸入品価格の上昇やエネル
ギー価格の上昇などにより、2017年の消費者物価上昇率
は前年比2.7％と大きく上昇し、家計を圧迫した。消費者
物価上昇率は同年11月以降に下落傾向に転じたものの、
2017年の民間最終消費支出の伸びは前年の3.2％増から
1.3ポイント低下し、1.9％増にとどまった。他方、国内総
固定資本形成は、前年に大きく落ち込んだ情報通信・機
械設備投資が回復し、住宅やその他建物への投資が伸び
たことなどから3.4％増を記録した。2016年央には7～8％
台だった住宅価格の対前年比の伸びは2017年を通じてほ
ぼ4％台まで鈍化したが、ポンド安を受けた国外からの
投資などが支えた。ただし、企業による建物以外への投

資は2015年の水準までは回復しておらず、英国のEU離
脱による先行き不透明感が影を落とした。

産業別にみると、建設業が前年比7.1％増、製造業が
2.5％増と前年の伸びを上回り、成長を牽引した。一方、
2016年は1.9％増だったサービス業は1.8％増に減速した。
家計の減速を反映し、特に流通・ホテル・レストランが
前年の3.8％増から2.1％増にまで鈍化した。他方、運輸・
倉庫・通信は3.4％増から4.2％増に伸びた。2016年に5.6％
減と4年ぶりのマイナス成長となった農林水産業は、
2.9％増に回復した。

2017年の失業率（年平均、ILOベース）は0.5ポイント
改善して4.5％となり、1975年以来42年ぶりの低水準を
記録した。

2018年第1四半期の実質GDP成長率は、前年同期比
1.2％にとどまった。民間最終消費支出は前年同期から1.4
ポイント減の1.2％増、輸出は2.6ポイント減の2.4％増と
成長率が縮小した。産業別では、前年好調だった建設業
が0.3％増とわずかな伸びにとどまり、サービス業でも運
輸・倉庫・通信や流通・ホテル・レストランでは成長率
が前年同期比で減速した。

■進展乏しいEU離脱交渉
メイ首相は2017年1月17日、EU単一市場および関税

同盟からの離脱、並びに移民流入の制限を柱とする12項
目からなるEU離脱方針を発表した。3月29日にはEU基

英　国 United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland
2015年 2016年 2017年

①人口：6,604万人（2017年央） ④実質GDP成長率（％） 2.3 1.8 1.7
②面積：24万8,532km2 ⑤消費者物価上昇率（％） 0.0 0.7 2.7
③1人当たりGDP：3万9,735米ドル ⑥失業率（％） 5.5 5.0 4.5
 （2017年） ⑦貿易収支（100万ポンド） △118,626 △135,495 △135,582

⑧経常収支（100万ポンド） △98,145 △113,567 △82,874
⑨外 貨準備高（グロス） 
（100万米ドル）

137,535 123,500 137,924

⑩対 外債務残高（グロス） 
（100万ポンド）

5,455,622 6,095,962 6,385,526

⑪為 替レート（1米ドルにつき、 
ポンド、期中平均）

0.6545 0.7406 0.7770

〔注〕①：推計値、⑥：年平均、ILOベース、⑦：国際収支ベース（財のみ）
〔出所〕①②④～⑧⑩：英国国民統計局（ONS）、③⑨⑪：IMF

2017年の英国の実質GDP成長率は1.7％で、3年連続の減速となった。2019年3月のEUからの離脱に向けて英国政府はEU
と離脱交渉を続けているものの、先行き不透明感が経済に影を落としている。2017年の貿易は、ポンド安を背景に輸出が大
幅に増加し、貿易収支の赤字幅が若干縮小した。対内直接投資では大型案件が相次いだ前年から金額ベースで大きく縮小した
が、対外直接投資は大型案件が相次ぎ前年の2.8倍の規模となった。対日貿易は乗用車、原動機などを中心に輸出が大幅増と
なり、対日貿易赤字が縮小した。

表1　英国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2016年 2017年 2018年
Q1 Q2 Q3 Q4 Q1

実質GDP成長率 1.8 1.7 1.8 1.8 1.7 1.3 1.2
民間最終消費支出 3.2 1.9 2.6 2.2 1.3 1.5 1.2
政府最終消費支出 0.8 △0.1 △0.6 ― △0.2 0.2 1.2
国内総固定資本形成 2.3 3.4 3.6 3.6 2.6 4.0 1.5
財貨・サービスの輸出 1.0 5.4 5.0 4.6 8.9 3.2 2.4
財貨・サービスの輸入 3.3 3.2 4.8 4.6 2.0 1.7 0.6

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕国民統計局（ONS）
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本条約第50条に基づき、EUに対して正式に離脱を通告
し、英国は同国時間で2019年3月29日23時にEUから離
脱することになった。EU側は同月31日、①在英EU市民
および在EU英国市民の権利保障、②アイルランドと北
アイルランドの国境管理、③英国の対EU債務義務など
で十分な進展を確認した後に英国・EUの将来関係の枠
組みを含む交渉に進むという、二段階方式の交渉ガイド
ライン案を発表した。

野党各党がEUとの交渉方針などに反発を強める中、メ
イ首相は国民の支持基盤を固め、EUとの交渉に当たる
政権の安定性を高めるため6月8日に前倒し総選挙に打っ
て出たが、与党・保守党は過半数を下回るまで議席を減
らした。北アイルランドの保守政党である民主統一党

（DUP）との閣外協力による苦しい政権運営を強いられ
る中、6月19日に離脱交渉を開始した。EUとの協議を重
ねた英国政府は12月8日に交渉の第一段階での一定の合
意にこぎつけ、同月14～15日の欧州理事会（EU首脳会
議）にて第二段階の交渉に移行することが決まった。

また、EU理事会（閣僚理事会）は同年11月に在英EU
機関の欧州医薬品庁（EMA）をアムステルダムに、欧州
銀行監督局（EBA）をパリに移転することを決定した。

第二段階の交渉では、メイ首相が2018年3月2日の演
説でEU関税同盟からの離脱
を再度明言するなど、強硬な
方針を維持してきた。3月19
日には、離脱後の移行期間を
2020年末までとすることで合
意したが、政権内ではその前
後にアイルランドと北アイル
ランドの国境管理に具体的な
解決策が見いだせず、離脱後
のEUとの物品貿易に関する
関税政策を巡っても離脱強硬
派と親EU派の意見が鋭く対
立した。また、発言権を強め
ようとする議会との妥協を余
儀なくされるなど、6月28～
29日の欧州理事会を目途とし
てきた離脱協定についての大
枠での合意は、英国がEUと
の将来関係交渉に向けた白書
を同月中に示せなかったこと
もあり、先送りされた。

その後、メイ政権は7月6日
にEU離脱後のEUとの将来関
係に関するEUとの交渉方針に

ついて閣議で合意し、農産品や工業製品の規格基準をEU
に準拠させることや、英国・EUで物品に関する自由貿易圏
を創設することなどの新案を7月12日に発表している。

■ポンド安、石油価格回復で大幅な輸出増に
英国歳入税関庁によると、2017年の貿易は、輸出が前

年比12.5％増の3,423億9,000万ポンド、輸入が5.7％増の
4,977億9,300万ポンドで、貿易収支は1,554億400万ポン
ドの赤字となった。英国の貿易収支は1983年以来、赤字
が続いているが、2017年には赤字幅が前年より110億
7,700万ポンド縮小した。

輸出増加の背景には、前年に引き続きポンドが下落し
たことが挙げられる。英国国民統計局（ONS）によると、
ポンドの2017年の平均レートは対ドルで前年比4.9％、対
ユーロでは6.7％下落し、国民投票前の2015年平均と比
較するとそれぞれ15.7％、17.2％と大きく下落した。ま
た、低迷していた原油価格が上昇に転じたことで輸出入
共に石油・同製品が拡大した。

輸出を品目別にみると、多くの品目で伸びた。全体の
約4割を占める最大品目の機械類・輸送機器類（構成比
38.5％）が前年比10.0％増、それに次ぐ化学工業製品

（16.4％）が6.9％増、雑製品（13.5％）が8.3％増と輸出上

表2　英国の主要品目別輸出入
（単位：100万ポンド、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2016年 2017年 2016年 2017年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

機械類・輸送機器類 119,911 131,961 38.5 10.0 169,397 179,042 36.0 5.7
道路走行車両 37,146 40,492 11.8 9.0 54,310 56,252 11.3 3.6
原動機 21,471 25,844 7.5 20.4 20,224 23,985 4.8 18.6
その他の輸送機器 17,207 17,540 5.1 1.9 16,963 14,975 3.0 △11.7
一般機械 12,492 13,572 4.0 8.6 14,712 16,060 3.2 9.2
電子・電気機器 11,833 13,304 3.9 12.4 21,984 23,416 4.7 6.5
産業用機器類 7,062 7,867 2.3 11.4 6,737 7,340 1.5 8.9
通信、録音・音声再生装置 6,596 7,033 2.1 6.6 19,875 22,148 4.4 11.4
事務用機器、自動データ処理機 5,220 5,347 1.6 2.4 13,448 13,680 2.7 1.7

化学工業製品 52,596 56,203 16.4 6.9 53,755 59,062 11.9 9.9
医薬品 24,889 26,122 7.6 5.0 24,830 26,504 5.3 6.7
有機化学品 7,519 8,086 2.4 7.5 6,549 7,511 1.5 14.7

雑製品 42,633 46,153 13.5 8.3 70,582 74,480 15.0 5.5
その他雑製品 19,426 20,984 6.1 8.0 22,642 23,562 4.7 4.1
専門・科学・計測・制御機器 9,414 10,275 3.0 9.1 9,014 9,639 1.9 6.9
衣類・同付属品 6,232 6,685 2.0 7.3 19,119 19,900 4.0 4.1

原料別製品 26,378 30,354 8.9 15.1 45,952 52,408 10.5 14.0
非鉄金属 6,434 8,249 2.4 28.2 8,090 10,658 2.1 31.7
金属製品 5,428 5,929 1.7 9.2 9,367 10,136 2.0 8.2
鉄・鉄鋼 3,654 4,320 1.3 18.2 5,252 6,526 1.3 24.3

鉱物性燃料、潤滑油など 19,151 27,125 7.9 41.6 29,392 40,260 8.1 37.0
石油・同製品 16,804 24,026 7.0 43.0 21,611 29,695 6.0 37.4

未分類のその他の製品 17,267 20,931 6.1 21.2 49,781 35,476 7.1 △28.7
非貨幣用金 11,875 13,631 4.0 14.8 43,266 27,388 5.5 △36.7

食料品・動物 13,223 14,644 4.3 10.7 35,903 39,065 7.8 8.8
飲料・たばこ 7,062 7,411 2.2 5.0 5,825 6,207 1.2 6.6
食用に適さない原材料（鉱物性燃料除く） 5,833 7,091 2.1 21.6 9,217 10,346 2.1 12.3
合計（その他含む） 304,476 342,390 100.0 12.5 470,957 497,793 100.0 5.7

〔注〕EU域外貿易は通関ベース、EU域内貿易は各企業などのインボイス報告に基づく。
〔出所〕英国歳入税関庁
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位3品目とも増加した。機械類・輸送機
器類の中で最大品目である道路走行車両

（11.8％）は9.0％増となった。同輸出の
45.2％を占めるEU向けが6.3％増、北米
向けは7.5％増と堅調だった。また、中国
向けが22.1％増と大幅に増えたことによ
り、道路走行車両の輸出の21.5％を占め
るアジア大洋州向けが20.6％増と伸びた。
また、原動機（7.5%）は20.4％増と大き
く伸びた。フランス向けが前年の4.1倍と
なり、同輸出の40.5％を占めるEU向けが
24.0％増、同26.5％を占めるアジア大洋州
向けが12.3％増となった。原動機の伸び
に貢献したのは、全体の68.2％を占める
ターボジェットなど航空機などに使われ
る非電気式の原動機で、23.0％増だった。
2017年は石油・石油価格が持ち直したこ
とから鉱物性燃料・潤滑油など（7.9％）
が41.6％増と大幅な伸びとなり、輸出増
に貢献した。

輸出を国・地域別にみると、EU向け
（構成比47.6％）が前年比13.5%増となっ
た。そのうち、首位ドイツ向け（10.6％）
は11.7%増、続くフランス向け（6.9％）
が20.5％増、オランダ向け（6.2％）が
12.9%増になるなど軒並み増加した。EU
域外では米国向けが最大で13.4％を占めたが、0.8％増に
とどまった。同輸出の9.5％を占める原動機が17.3％増と
大きく伸びた一方で、13.7％の医薬品が7.2％減となった
ことなどによる。中国向け（4.9％）は、24.2％増と大き
く伸びた。同輸出の27.1％を占める自動車が22.1％増、同
18.1％の石油・石油製品が86.2％増、同6.4％の医薬品が
25.7％増となったことによる。

輸入は前年比で5.7％増となった。輸入全体の約4割を
占める最大品目の機械類・輸送機器類（構成比36.0％）は
5.7％増で、そのうち最大品目である道路走行車両（11.3％）
は3.6％増だった。前年に航空機や鉄道の輸入増により大
幅な伸びとなったその他輸送機器（3.0％）は11.7％減と
低迷した。2016年6月の国民投票後の先行き不透明感や
ポンド下落への警戒感などから前年に3.5倍増と急増し
た非貨幣用金（5.5％）は36.7％減だったが、2015年と比
べると輸入額は2倍以上の水準にある。その一方で、輸
出同様、石油・石油製品（6.0％）が37.4％増と拡大した。

輸入を国・地域別にみると、EUからが前年比8.9％増
で、全体の52.1％を占めた。そのうち、首位はドイツ（構
成比13.7％）からで6.5％増だった。同輸入の57.5％を占

める最大品目の道路走行車両が2.4％増、同10.7％の食品
は10.6％増、同6.0％の非鉄金属は35.2％増など主要品目
が伸びたことによる。EU域外では中国（8.4％）からの
輸入が最大で、通信機器が17.2％増と好調だったことな
どから6.1％増となり、前年比4.4％増だった米国（8.3％）
からの輸入額を上回った。石油・石油製品の主要輸入相
手国であるノルウェー（3.9％）やサウジアラビア（0.4％）
からはそれぞれ41.5％増、30.7％増と大きく伸びた。

■大型案件で対外直接投資額が拡大
ONSの2018年3月の発表によると、2017年の対内直接

投資（国際収支ベース、ネット、フロー）額は364億2,400
万ポンドで、1987年の統計調査開始以降で史上最高額と
なった前年の1,990億900万ポンドから大きく減少した。
2017年末の対内直接投資残高は1兆5,619億ポンドとなっ
た（内訳詳細は2018年12月に発表予定）。

2017年に実行された100万ポンドを超えるクロスボー
ダーM&A（国境を越える企業の合併・買収）をみると、
英国企業に対する買収案件は259件（2016年：262件）で、
買収金額は前年を大きく下回る352億2, 700万ポンド

表3　英国の主要国・地域別輸出入
（単位：100万ポンド、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2016年 2017年 2016年 2017年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

EU 143,730 163,125 47.6 13.5 238,150 259,265 52.1 8.9
ユーロ圏 126,666 143,820 42.0 13.5 207,350 224,152 45.0 8.1

ドイツ 32,339 36,134 10.6 11.7 64,236 68,443 13.7 6.5
フランス 19,580 23,596 6.9 20.5 24,772 26,882 5.4 8.5
オランダ 18,853 21,290 6.2 12.9 34,804 40,187 8.1 15.5
アイルランド 16,946 19,346 5.7 14.2 13,138 14,589 2.9 11.0
ベルギー 11,629 13,780 4.0 18.5 23,240 24,851 5.0 6.9
スペイン 9,641 10,457 3.1 8.5 15,669 15,614 3.1 △0.4
イタリア 9,708 10,244 3.0 5.5 17,227 18,759 3.8 8.9

アジア大洋州 46,790 55,520 16.2 18.7 93,128 95,624 19.2 2.7
中国 13,424 16,675 4.9 24.2 39,250 41,641 8.4 6.1
ASEAN 8,532 9,508 2.8 11.4 13,642 14,915 3.0 9.3
香港 6,650 7,223 2.1 8.6 9,995 8,793 1.8 △12.0
韓国 4,409 5,817 1.7 32.0 4,670 4,435 0.9 △5.0
日本 4,738 5,709 1.7 20.5 9,849 10,409 2.1 5.7

北米（NAFTA） 51,305 52,190 15.2 1.7 51,636 55,571 11.2 7.6
米国 45,435 45,805 13.4 0.8 39,618 41,348 8.3 4.4
カナダ 4,602 4,835 1.4 5.1 10,924 12,658 2.5 15.9

中東および北アフリカ 19,889 22,293 6.5 12.1 11,014 14,939 3.0 35.6
アラブ首長国連邦 6,744 7,471 2.2 10.8 2,754 4,087 0.8 48.4
サウジアラビア 4,895 4,198 1.2 △14.3 1,543 2,016 0.4 30.7

スイス 14,624 15,374 4.5 5.1 22,566 11,037 2.2 △51.1
トルコ 4,567 7,150 2.1 56.6 9,360 8,017 1.6 △14.4
サブサハラアフリカ 5,508 5,840 1.7 6.0 10,412 9,709 2.0 △6.7

南アフリカ共和国 1,973 2,123 0.6 7.6 7,292 6,217 1.2 △14.7
中南米 4,539 4,858 1.4 7.0 6,195 6,014 1.2 △2.9
ノルウェー 3,065 2,994 0.9 △2.3 13,568 19,201 3.9 41.5
ロシア 2,575 2,869 0.8 11.4 4,139 5,583 1.1 34.9
合計（その他含む） 304,476 342,390 100.0 12.5 470,957 497,793 100.0 5.7

〔注〕①EU域外貿易は通関ベース、EU域内貿易は各企業のインボイス報告などに基づく。
　　　②�アジア大洋州はASEAN+6（ASEAN、日本、中国、韓国、オーストラリア、ニュー

ジーランド、インド）に香港、台湾を加えた合計値。
〔出所〕英国歳入税関庁統計
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（2016年は1,899億6,800万ポン
ド）となった。ただし、ポン
ド安を背景とする為替差益を
狙った買収や追加投資の動き
は2017年も続き、クロスボー
ダーM&Aは金額ベースでは
大型案件が相次いだ前年から
大きく減少したものの、案件
数ではEU離脱に関する国民
投票（2016年）以前とほぼ同
様の水準となっている。

ク ロ ス ボ ー ダ ーM&Aを
国・地域別にみると、金額が
最も大きかったのが欧州から
で151億2,000万ポンド（件数
は101件）、そのうちEUから
は92億2,400万ポンド（80件）
だった。これに次ぐのが米州
からの148億8,500万ポンド

（118件）で、そのうち米国か
らは82億3,200万ポンド（84
件）であった。アジアからは
28億5,600万ポンド（26件）と
なった。

2017年以降の主要な対内直
接投資案件をみると、大型案
件として、オーストラリアや
中国などの企業のコンソーシ
アムによる英国の電力・ガス
の系統運営事業者ナショナル
グリッドのガス部門の権益取
得（134億ポンド）が大型案
件として挙げられる。また、
米国のデジタル決済大手バン
ディブが93億ポンドで英国同
業ワールドペイを買収した案
件も投資規模が大きかった。
製造業では、米国の食品卸大
手のポスト・ホールディング
ス が シ リ ア ル メ ー カ ー の
ウィータビックスを10億ポン
ドで買収した。

ONSの2018年3月発表によ
ると、2017年の対外直接投資
は、前年（370億7,200万ポン
ド）の2.8倍となる1,020億

表5　英国の国・地域別対内・対外直接投資＜実績ベース、ネット、フロー＞
（単位：100万ポンド、％）

対内直接投資 対外直接投資
2015年 2016年 2015年 2016年
金額 金額 伸び率 投資残高 金額 金額 伸び率 投資残高

欧州 △12,305 97,807 ― 675,651 △12,078 △25,789 ― 619,414
EU △13,807 92,022 ― 541,561 △13,403 △22,462 ― 526,135

ユーロ圏 * △14,963 25,065 ― 527,258 △13,441 △16,142 ― 488,804
オランダ △22,289 n.a. ― 212,097 △6,807 △13,188 ― 141,738
ルクセンブルク △850 21,579 ― 114,799 △7,964 1,565 ― 112,774
フランス n.a. 458 ― 59,929 1,085 517 △52.4 71,741
ドイツ 4,978 2,468 △50.4 59,829 △1,569 △129 ― 20,899
スペイン 2,288 1,876 △18.0 30,276 289 790 173.4 55,944
ベルギー △540 n.a. ― 26,402 1,610 n.a. ― 14,928
アイルランド 681 △703 ― 11,485 △81 △5,662 ― 48,199
イタリア 228 △560 ― 5,059 n.a. 319 ― 12,452

非ユーロ圏 * 1,097 17 △98.5 14,303 815 2,962 263.4 35,884
スウェーデン 601 △10 ― 7,373 477 2,349 392.5 18,561
デンマーク 451 27 △94.0 6,776 △800 788 ― 6,900
ポーランド 19 △1 ― 120 1,123 △112 ― 6,195
チェコ 21 ― ― 6 5 △49 ― 1,871

EFTA 1,313 2,518 91.8 53,969 2,344 28 △98.8 28,981
スイス n.a. n.a. ― 45,308 1,323 △989 ― 22,125
ノルウェー n.a. n.a. ― 5,335 1,023 1,020 △0.3 6,835

ロシア n.a. △48 ― 1,003 764 △432 ― 11,725
英領オフショア諸島 237 3,284 1,285.7 78,557 △1,615 △2,966 ― 42,840
南北米州 27,994 21,006 △25.0 412,074 △21,418 1,969 ― 353,863

米国 21,113 18,562 △12.1 308,099 △11,227 728 ― 240,979
カナダ 3,527 115 △96.7 18,576 n.a. △1,031 ― 21,071
ブラジル △2 n.a. ― n.a. 950 346 △63.6 13,498
バミューダ諸島 n.a. n.a. ― n.a. △362 △406 ― 21,249

中近東 739 n.a. ― 6,526 n.a. 5,303 ― 24,275
アジア大洋州 * 7,130 △1,168 ― 103,248 5,202 8,255 58.7 170,153

日本 1,718 1,701 △1.0 46,489 n.a. △20 ― 4,399
香港 927 n.a. ― n.a. 3,346 2,860 △14.5 61,317
インド n.a. △587 ― 1,488 651 n.a. ― 13,188
中国（香港、台湾除く） 460 409 △11.1 1,524 △807 1,131 ― 11,605
韓国 n.a. 140 ― 1,852 n.a. 1,226 ― 6,137
シンガポール 3,754 4,159 10.8 18,224 2,737 n.a. ― 10,670
オーストラリア n.a. △1,600 ― 11,143 122 901 638.5 41,042

アフリカ n.a. 13 ― 1,955 225 △6,270 ― 45,093
合計（その他含む） 25,309 145,609 475.3 1,199,453 △42,910 △16,532 ― 1,212,798

〔注〕①再投資収益含む。 ②*数値のある国・地域のみをジェトロが算出。③ 投資残高は年末時点。
　　　�④2017年12月1日発表値、2017年の国別詳細は未発表（2018年8月時点）。⑤ アジア大洋州は中

近東を除くアジアとオセアニアの合計。
〔出所〕英国国民統計局（ONS）

表4　英国の業種別対内・対外直接投資（実績ベース、ネット、フロー＞
（単位：100万ポンド、％）

品目
対内直接投資 対外直接投資

2015年 2016年 2015年 2016年
金額 金額 伸び率 残高 金額 金額 伸び率 残高

金融サービス 20,724 22,989 10.9 360,852 △15,778 △5,356 ― 301,694
情報通信 7,604 4,839 △36.4 80,091 △1,924 △1,766 ― 123,271
運輸・倉庫 3,345 2,998 △10.4 48,429 1,277 1,813 42.0 23,518
専門・科学技術サービス 7,213 29,831 313.6 71,114 n.a. 780 ― 37,367
電気・ガス・水道・廃棄物 1,903 818 △57.0 47,300 199 2,010 910.1 15,725
建設 988 469 △52.5 9,584 n.a. 169 ― 1,408
金属・機械 2,259 △1,261 ― 21,061 △527 △190 ― 15,596
コンピューター・電機・光学機器 942 1,016 7.9 23,506 335 n.a. ― 2,501
繊維・木材 413 △894 ― 4,889 195 501 156.9 2,440
農・林・漁業 n.a. n.a. ― 1,028 n.a. 179 ― 2,041
食品・飲料・たばこ 598 n.a. ― 128,213 △1,488 3,087 ― 61,484
管理・サポートサービス △1,119 3,819 ― 29,331 612 307 △49.8 14,652
輸送機器 2,062 141 △93.2 15,070 n.a. n.a. ― 14,649
石油・科学・薬品・ゴム・プラスチック △493 3,522 ― 40,062 407 △15,351 ― 76,716
小売・卸売・車両修繕 △3,782 △575 ― 121,215 △3,315 2,164 ― 49,096
鉱業 n.a. △3,710 ― 107,571 △36,108 △7,671 ― 164,861
合計（その他含む） 25,309 145,609 475.3 1,199,453 △42,910 △16,532 ― 1,212,798

〔注〕�①再投資収益含む。②投資残高は年末時点。③2017年12月1日発表値、2017年の品目別詳細は未
発表（2018年8月時点）。

〔出所〕英国国民統計局（ONS）2017年12月1日発表数値
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9,900万ポンドで、2017年末時点の対外直接投資残高は1
兆5,381億ポンドとなった。

このうち、2017年の英国企業による対外買収案件は155
件、買収金額は775億2,500万ポンドとなり、前年（141
件、172億9,200万ポンド）から大きく増加した。

国・地域別にみると、投資金額が最も大きかったのは

大型案件が多かった米国向けの716億7,800万ポンドで、
件数は55件だった。米州全体向けでは720億6,800万ポン
ド、件数は65件だった。件数では欧州向けの72件が最も
多かったが、投資金額は28億7,800万ポンドだった。そ
のうちEU向けは62件、23億9,400万ポンドだった。

2017年以降の主要な対外投資を業種別にみると、たば

表6　英国の主な対内直接投資案件（2017年１月～2018年6月）
＜Ｍ＆Ａ＞

被買収企業（事業） 買収企業 時期 投資額 概要業種 企業名 企業名 国籍

エネルギー電力 ナショナルグリッド クアッドほか
オースト
ラリアな
ど

2017年3月 134億ポンド
オーストラリア、中国、カタールなどの投資コ
ンソーシアムが、英国ナショナルグリッドのガ
ス部門の61％の権益取得。

ハイテク ワールドペイ バンティブ 米国 2018年1月 93億ポンド 米国のデジタル決済大手のバンティブが、英国
同業を買収。

ハイテク グローバルスイッチ エレガント・
ジュビリーほか 中国 2017年6月 24億ポンド

中国企業コンソーシアムが、欧州・アジアに
データセンターを展開する英国企業の株式の
49％を取得。

金融 UKグリーン・インベ
ストメント・バンク マクワイアほか オースト

ラリア 2017年8月 23億ポンド
オーストラリアの投資銀行マクワイア率いるコ
ンソーシアムが英国政府設立のグリーン投資推
進のための投資銀行を買収。

卸売、サービス ベレンドセン エリス フランス 2017年9月 22億ポンド フランスのランドリーサービス企業エリスが買収。

エネルギー電力 アトキンス SNCラバリン カナダ 2017年7月 36億カナダ
ドル

カナダのエンジニアリング大手が原子力事業の
強化を目的に英国同業を買収。

ハイテク ホスト・ヨーロッ
パ・グループ ゴーダディ 米国 2017年4月 18億ドル 米国のクラウドサービスプロバイダーが欧州

シェア拡大のため買収。
メディア、エン
ターテイメント

パークディアン・リ
ゾート オネックス カナダ 2017年3月 13.5億ポンド カナダの投資企業による英国リゾート大手の買収。

食品、生活雑貨 ウィータビックス ポスト・ホール
ディング 米国 2017年7月 10億ポンド 米国食品卸大手が英国のシリアル大手を買収。

卸売、サービス チルターン・イン
ターナショナル

ラボラトリー
コープ 米国 2017年8月 12億ドル 米国ライフサイエンス企業による買収。同企業

の医薬品開発部門として統合。

デジタル技術 インプロバブル ソフトバンク 日本 2017年5月 5億200万
ポンド

ソフトバンクが仮想現実（VR）のスタートアッ
プ企業に出資。

情報通信 ノースゲート・パブ
リックサービス 日本電気 日本 2018年1月 4億7,500万

ポンド
海外でのセーフティ事業の強化を目的に、英国
ITサービス企業を買収。

エネルギー電力
モーレイ・オフショ
ア・ウィンドファー
ム（イースト）

三菱商事 日本 2017年3月 非公表 英国子会社が英国最大級の洋上風力発電プロ
ジェクト事業会社の株式の33.4％を取得。

＜M&A以外＞
自動車 トヨタ自動車 日本 2017年3月 2.4億ポンド バーバストン工場への新規投資を発表。

食品 ネスレ スイス 2018年6月 非公表
米国物流のXPOと先進的な仕分けシステムロボ
ティクスを導入したデジタル倉庫を2020年完成
予定で建設と発表。

〔出所〕 各社発表および報道などから作成

表7　英国の主な対外直接投資案件（2017年1月～2018年6月）
＜M&A＞

買収企業 被買収企業（事業） 時期 投資額 概要企業名 業種 企業名 国籍
ブリティッシュ・ア
メリカン・タバコ 食品、生活雑貨 レイノルズ・ア

メリカン 米国 2017年7月 494億ドル 電子たばこなどの新分野の事業の取り込みを
目的に、米国同業を買収。

レキット・ベンキー
ザー　グループ 食品、生活雑貨 ミード・ジョンソン・

ニュートリション 米国 2017年6月 166億ドル 乳幼児食品への参入、発展途上国への市場拡
大、研究開発の強化のため米国同業を買収。

マイクロフォーカス ハイテク ヒューレッド・
パッカード 米国 2017年9月 88億ドル ヒューレッド・バッカードのソフトウエア部門を

合併、世界第7位のソフトウエア企業が誕生。

ネプチューン エネルギー エンジー フランス 2018年2月 47億ポンド フランスの大手エネルギー企業から、上流（開
発、生産）事業を買収。

パンプロナ ヘルスケア パレクセル 米国 2017年9月 50億ドル 米国のバイオ薬品サービス企業を買収。

シネワールド メディア、エン
ターテイメント

リーガル・エン
ターテイメント 米国 2018年2月 36億ドル 英国外での娯楽事業の拡大のため、米国映画

館運営大手を買収。
ヘンダーソン・グ
ループ 金融 ジャナス・キャ

ピタル 米国 2017年5月 20億1,000
万ポンド

資産運用のヘンダーソン・グループが米国同
業と経営統合。

イネオス エネルギー電力 エルステッド（ド
ン・エナジー） デンマーク 2017年10月 13億ドル デンマークのエネルギー企業から北海の油田

開発・生産事業を買収。
〔出所〕各社発表および報道などから作成
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こ大手のブリティッシュ・アメリカン・タバコが2017年
7月に電子たばこなど新分野も含めた事業拡大を目的と
して、米国同業のレイノルズ・アメリカンを494億ドル
で買収した。また、生活雑貨・食品メーカーのレキット・
ベンキーザーが2017年6月に米国の食品メーカーのミー
ド・ジョンソン・ニュートリションを166億ドルで買収
した案件も投資規模が大きかった。ハイテク分野では、
ソフトウエア開発のマイクロフォーカスが2017年9月に
米国のヒューレット・パッカードのソフトウエア事業を
88億ドルで買収した。エネルギー分野では、石油・ガス
開発のネプチューンが2018年2月にフランスのエネル
ギー大手のエンジーから上流（開発、生産）事業を47億
ポンドで買収した。

■対日輸出が大幅増
2017年の対日貿易は、対日輸出が前年比20.5％増の57

億900万ポンド、対日輸入が5.7％増の104億900万ポン
ドで、対日貿易赤字は47億ポンドと前年より4億1,100ポ
ンド減少した。日本は英国にとって輸出では第15位、輸
入では第14位の貿易相手国となっている。

主な対日輸出品目をみると、最大品目の機械類・輸送機
器類（構成比47.7％）が前年比20.3%増で、中でも主要品
目の道路走行車両が乗用車の輸出増により18.7％増、15.7％
を占める原動機がターボジェットエンジンの増加により
31.0％増と貢献した。続く化学工業製品（22.3％）も29.0％
増であり、同品目の6割以上を占める医薬品（14.3％）は
33.4％増と大きく伸びた。そのほか、非鉄金属（4.9％）の
25.0％増により原料別製品（9.5％）は14.0％増となった。

日本からの主要輸入品目をみると、最大品目の機械類・
輸送機器類（構成比63.4％）が前年比14.2％増と好調で
あった。乗用車が減少したものの、原
動機のターボエンジン用部品や鉄道
用車両・部品が増加した。化学工業
製品（5.0％）は14.0％増だった一方、
雑製品（8.7％）は1.0％減であった。
原料別製品（5.7％）は22.5％増で、中
でも主要品目である非 鉄 金 属の
96.9％増が大きく貢献した。

日本銀行の「業種別・地域別直接
投資」によれば、2017年の日本から
英国への直接投資（ネット、フロー）
は2兆8,943億円となり、前年に引き
続き英国は日本にとって米国に次ぐ
第2の投資先だったが、前年の4兆
5,059億円から35.8％減少した。日本
の対外直接投資全体に占める割合は

前年の26.9％から大きく下がり16.1％となった。
業種別では、通信業が前年の引き揚げ超過から一転し、

1兆893億円と最大だった。次いで食料品が73.4％増の
8,646億円だった。一方、前年3兆4,398億円で最大業種
だったサービス業は、97.0％減の1,045億円となった。

2017年1月以降の日本企業の主な投資事例では、日本
電産が2月、米国エマソン・エレクトリックのモータ・
ドライブおよび発電機事業の買収によりウェールズの電
子部品メーカー、コントロール・テクニクスを子会社化
した。また、ソフトバンクは5月、仮想現実（VR）や拡
張現実（AR）のインプロバブルに5億200万ポンドを出
資した。パナソニックは9月、英国の空調機器販売会社
であるAMPエアーコンディショニングの買収を完了、同
社の空調技術や販売網を活用する。人材派遣サービスの
トラスト・テックは11月、英国の製造分野で人材サービ
スを手掛ける1988ホールディングスの株式75％を取得
し、英国での地盤強化を進める。

2017年の英国の対日直接投資は、前年の引き揚げ超過
から一転し、419億円だった。製造業全体では429億円
だった一方、非製造業は11億円の引き揚げ超過となった。
投資額が大きかったのは、電気機械器具分野で576億円、
不動産分野が160億円と続いた。一方、化学・医薬分野
は308億円の引き揚げ超過となった。

2017年の英国企業による対日投資事例では、有限要素
解析のコンサルティング会社として製品開発サービスを
提供するGRMコンサルティングが7月、日本での営業拡
販のために、製造業が盛んな愛知県に日本法人を設立し
た。旅行会社のインサイドアジア・ツアーズは10月、訪
日観光客の増加に伴いオペレーション機能の強化のため
東京にサテライトオフィスを設立した。

表8　英国の対日主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万ポンド、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2016年 2017年 2016年 2017年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

機械類・輸送機器類 2,264 2,725 47.7 20.3 5,781 6,602 63.4 14.2
道路走行車両 843 1,000 17.5 18.7 2,079 2,048 19.7 △1.5
原動機 685 898 15.7 31.0 1,133 1,496 14.4 32.0
電気機器 226 243 4.2 7.4 650 812 7.8 25.1
その他の一般工業用機械など 179 209 3.7 16.7 469 535 5.1 14.0
その他の輸送機器 142 160 2.8 12.7 561 753 7.2 34.2
産業用機器 99 119 2.1 20.1 392 496 4.8 26.6

化学工業製品 986 1,272 22.3 29.0 454 518 5.0 14.0
医薬品 614 818 14.3 33.4 94 98 0.9 4.5

雑製品 720 834 14.6 15.9 914 906 8.7 △1.0
光学機器・医療用機器・計測機器・制御機器 269 352 6.2 30.9 371 389 3.7 4.8
その他の雑製品 216 257 4.5 18.9 220 168 1.6 △23.5

原料別製品 478 545 9.5 14.0 484 593 5.7 22.5
非鉄金属 223 279 4.9 25.0 113 222 2.1 96.9

未分類のその他の製品 17 32 0.6 88.5 1,989 1,401 13.5 △29.6
非貨幣用金 0 0 0.0 △12.4 1,889 1,304 12.5 △31.0

合計（その他含む） 4,738 5,709 100 20.5 9,849 10,409 100 5.7
〔出所〕英国歳入税関庁


